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   第１章  総則  

（目的）  

第１条  この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２

６年法律第１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか、

町及び関係者の責務を明らかにし、空き家等対策の基本理念並びに

空き家等に関する対策を地域ぐるみで総合的かつ計画的に実施する

ための必要な事項を定めることにより、良好な生活環境の保全及び

安心安全な住環境の確保並びに空き家等の利活用を促進し、もって

魅力ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。  

（定義）    

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。  

 （１）空き家等  町内に所在する建築物又はこれに附属する工作物

であって居住その他の使用がなされていないことが常態である

もの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

をいう。  

 （２）特定空き家等  町内に所在する空き家等のうち、そのまま放

置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は

著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行わ



れていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周

辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態にあると認められるものをいう。  

（３）建築物  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第

１号に規定する建築物をいう。  

（４）跡地  空き家等を除却した後の敷地（土地を販売し、又は賃

貸する事業を行う者が販売又は賃貸するために所有し、又は管

理するものを除く。）をいう。  

（５）地域コミュニティ  町内において地域住民相互のつながりを

基礎とする地域社会をいう。  

（６）所有者等  町内に存在する空き家等を所有し、又は管理して

いる者をいう。  

（７）町民等  町内に居住し、滞在し、通勤し、又は通学するもの

をいう。ただし、所有者等を除く。  

（８）自治組織  自治会その他の地域住民の組織する団体をいう。  

（９）町民活動団体  地域コミュニティの活性化又はまちづくり活

動の促進に関わる団体をいう。  

（１０）事業者  町内において不動産業、建設業その他の空き家等

の予防及び利活用と関連する事業を営む者をいう。  

（１１）関係者  第６号から第１０号までの総称をいう。  

（１２）協働  町及び関係者が、それぞれの役割と責任に基づき対

等の立場で協力し、よりよいまちづくりに取り組むことをいう。 

（基本理念）  

第３条  町及び関係者は、周辺の生活環境や景観に影響を与える空き

家等は地域コミュニティ全体の問題であることを認識し、相互に連

携を図り、協働してその解決に取り組まなければならない。  

２  町及び関係者は、空き家等の増加は地域コミュニティの活力の低

下を招くことを認識し、空き家等の発生予防に取り組まなければな

らない。  

３  町及び関係者は、安心安全で快適な生活環境の保全を図るため、



適切な管理が行われていない空き家等に対し、必要な措置を講じな

ければならない。  

４  町及び関係者は、空き家等の適正管理及び利活用を促進するため、

地域ぐるみで空き家等の実態把握や情報共有の体制づくりに取り組

まなければならない。  

５  町及び関係者は、空き家等をまちづくりや地域コミュニティ活動

を進める上での資源と捉え、密接に連携し、利活用及び流通を促進

しなければならない。  

（所有者等の責務）  

第４条  所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、自

らの責任において空き家等を適切に管理しなければならない。  

２  所有者等は、当該空き家等及び跡地を利活用する見込みがないと

きは、賃貸、売買その他これを利活用するための取組を行うよう努

めなければならない。  

（町の責務）  

第５条  町は、空き家等対策計画に基づく施策を実施するとともに、

関係者に対し町が行う施策への参加及び協力を促進し、必要な支援

を行うよう努めるものとする。  

（町民等の責務）  

第６条  町民等は、空き家等の利活用に協力するとともに、発生の予

防に努めるものとする。  

（自治組織の責務）  

第７条  自治組織は、空き家等の状況及び所有者等に関する情報の把

握、適正管理に関する助言、及び地域資源としての積極的な利活用

に努めるものとする。  

（町民活動団体の責務）  

第８条  町民活動団体は、空き家等を地域資源として積極的に利活用

するよう努めるものとする。  

（事業者の責務）  

第９条  事業者は、空き家等及び跡地の利活用に協力するとともに、



流通の促進に努めるものとする。  

   第２章  空き家等の対策  

（空き家等の発生の予防）  

第１０条  町民等は、所有し、又は管理している建築物が老朽化、未

登 記 そ の 他 将 来 に お い て 空 き 家 等 の 発 生 の 原 因 と な る お そ れ が あ

るときは、当該建築物の改修、除却及び登記その他空き家等の発生

を予防するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない 。 

２  自治組織及び事業者は、将来において空き家等の発生が予測され

る 建 築 物 の 所 有 者 又 は 管 理 者 の 把 握 及 び 相 談 体 制 を 構 築 す る と と

もに、町と連携し空き家等の発生の予防に取り組むよう努めるもの

とする。  

３  町は、建築物の保全のために必要な支援その他空き家等の発生の

予防に資する措置を講じなければならない。  

（空き家等の適正な管理）  

第１１条  町は、所有者等による空き家等の適切な管理を促進するた

め、これらのものに対し、情報の提供、助言その他必要な支援を行

うよう努めるものとする。  

２  町は、様々な機会や手段を通じて、空き家等が地域に与える影響

及び経済的な負担等を分かりやすく情報発信するなど、所有者等及

び町民等に対する意識醸成、啓発活動に努めるとともに、その他適

正管理に対する必要な措置を講ずるものとする。  

（空き家等及び跡地の利活用）  

第１２条  町は、空き家等及び跡地について、次の各号に掲げる利活

用を促進し、関係者に対し必要な支援を行わなければならない。  

（１）移住定住を目的とした利活用  

（２）地域の課題の解決を目的とした利活用  

（３）地域の活性化を目的とした利活用  

２  町 は事業者と連携し、移住定住者の住宅確保等を促進するため、

空き家等及び跡地に関する情報の発信に努めなければならない。  

３  町及び事業者は、利活用に関する必要な情報を提供するとともに  



所有者等に対する助言及び相談体制を構築しなければならない。  

（特定空き家等の認定）  

第１３条  町長は、空き家等のうち、別に定める特定空き家等認定基

準を満たし、かつ、当該空き家等が周辺に与える悪影響又は危険の

切迫性等を考慮し、特定空き家等に認定するものとする。  

２  町長は、前項の規定により特定空き家等に認定しようとする場合

は、特定空き家等認定審議会に諮問しなければならない。  

（特定空き家等認定審議会）  

第１４条  町長は、特定空き家等の認定及び特定空き家等に対する措

置に関し必要な事項を調査審議するため、特定空き家等認定審議会

（以下「審議会」という。）を置く。  

２  審議会は、特定空き家等に対する措置に関し、町長の諮問に応じ

答申しなければならない。  

３  その他審議会の設置に必要な事項は、別に定める。  

（助言又は指導）  

第１５条  町長は、所有者等に対し、除却、修繕、立木竹の伐採その

他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置す

れば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛

生上有害となるおそれのある状態にない空き家等については、建築

物の除却を除く。次条において同じ。）をとるよう助言又は指導を

することができる。  

（勧告）  

第１６条  町長は、特定空き家等の所有者等に助言又は指導をした場

合において、なお当該特定空き家等の状態が改善されないと認めら

れるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。  

 （命令、公表及び標識の設置並びに公示）  

第１７条  町長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由な

くその勧告に係る措置をとらなかった場合において、特に必要があ



ると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その

勧告に係る措置をとることを命ずることができる。  

２  町長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじ

め、その措置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置

及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書

を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書

及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。  

３  前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日

以内に、町長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取

を行うことを請求することができる。  

４  町長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合におい

ては、第１項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求

めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。  

５  町長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第

１項の規定によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及

び場所を、期日の３日前までに、前項に規定する者に通知するとと

もに、これを公告しなければならない。  

６  第４項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、

かつ、自己に有利な証拠を提出することができる。  

７  町長は第１項の規定による措置を命じた場合においては、その措

置を命ぜられた者の住所及び氏名その他必要な事項を公表するとと

もに、標識の設置その他規則で定める方法により、その旨を公示し

なければならない。  

８  前項の標識は、第１項の規定による命令に係る特定空き家等に設

置することができる。この場合において、当該特定空き家等の所有

者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。  

９  第１項の規定による命令については、越前町行政手続条例（平成

１７年越前町条例第１３号）第３章（第１２条及び第１４条を除く。）

の規定は、適用しない。  

（行政代執行）  



第１８条  町長は、第１７条第１項の規定により必要な措置を命じた

場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を履行しないと

き、履行しても十分でないとき又は履行しても期限までに完了する

見込みがないときは、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の

定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者

をしてこれをさせることができる。  

 （措置を命ぜられるべき者を確知できない場合）  

第１９条  町長は、第１７条第１項の規定により必要な措置を命じよ

うとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者

を確知することができないとき（過失がなくて第１５条の助言又は

指導、又は第１６条の勧告が行われるべき者を確知することができ

ないため第１７条第１項に定める手続により命令を行うことができ

ないときを含む。）は、その者の負担において、その措置を自ら行

い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。 

  こ の場合においては、相当の期限を定めて、措置を行うべき旨及

びその期限までにその措置を行わないときは、町長又はその命じた

者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告し

なければならない。  

（緊急安全措置）  

第２０条  町長は、空き家等に起因して人の生命、身体又は財産に危

害が及ぶことを回避するため緊急の必要があると認めるときは、こ

れを回避するために必要な最低限度の措置をとることができる。  

なお、原則として所有者等の同意を得て実施するものとし、その

措置に要した費用は当該所有者等に請求するものとする。  

２  町長は、前項の措置を講じたときは、当該空き家等の所在地及び

その措置の内容を当該所有者等に通知（所有者等又はその連絡先を

確知することができない場合にあっては公告）しなければならない。 

（軽微な措置）  

第２１条  町長又は町長が委任した者は、地域における防災上、防犯

上又は生活環境若しくは景観の保全上の支障を除去し、又は軽減す



るため、管理不全状態にある空き家等について、開放されている窓

の閉鎖、草刈りその他軽微な措置をとることができる。  

２  当該空き家等の敷地内に立ち入って前項の措置を講ずる場合は、

原則として所有者等の同意を得るものとする。  

 （税制上の措置）  

第２２条  町は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９条

の３の２による住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例の適

用を受けている土地であっても、第１６条の規定により必要な措置

を勧告された特定空き家等に係る土地については、住宅用地特例の

適用を除外するものとする。  

   第３章  空き家等対策計画  

（空き家等対策計画）  

第２３条  町は、空き家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施す

るため、空き家等対策計画を定めなければならない。  

２  空き家等対策計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。  

（１）空き家等に関する対策の対象とする空き家等の種類など空き

家等対策に関する基本的な指針  

（２）計画期間  

（３）空き家等の調査に関する事項  

（４）空き家等の発生予防に関する事項  

（５）所有者等による空き家等の適切な管理の促進に関する事項  

（６）空き家等及びその跡地の利活用の促進に関する事項  

（７）特定空き家等に対する措置その他特定空き家等への対処に関

する事項  

（８）住民等からの空き家等に関する相談への対応に関する事項  

（９）空き家等に関する対策の実施体制に関する事項  

（１０）所有者等の意識の向上と理解増進に関する事項  

（１１）空き家等の増加抑制策、利活用施策、除却等に対する支援  

施策等に関する事項  

（１２）その他空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施す  



るために必要な事項  

３  町長は、空き家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（空き家等対策協議会）  

第２４条  町は、空き家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関す

る協議を行うため、空き家等対策協議会（以下「協議会」という 。）

を置く。  

２  その他協議会の設置に必要な事項は、別に定める。  

   第４章  調査等  

（実態調査等）  

第２５条  町長は、自治組織と連携し、町内に存在する空き家等の所

在及び所有者等を把握するための実態調査その他空き家等に関しこ

の条例の施行のために必要な調査を行うことができる。   

（立入調査等）  

第２６条  町長は、次条第３項の情報提供を受けたとき又は特定空き

家等と疑われる空き家等を確知したときは、当該職員又はその委任

した者に立入調査を委任し、特定空き家等の認定及び特定空き家等

に対する措置を行うために必要な限度において、当該空き家等の敷

地内及び必要に応じ内部に立ち入って調査をさせることができる。  

２  町長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を当該空

き家等の敷地内及び必要に応じ内部に立ち入らせようとするときは、

その５日前までに、所有者等にその旨を通知しなければならない。

ただし、その所有者等に対し通知することが困難であるときは、こ

の限りでない。  

３  第１項の規定により当該空き家等の敷地内及び必要に応じ内部に

立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があったときは、これを提示しなければならない。  

４  第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認めら

れたものと解釈してはならない。  

 （情報提供等）  



第２７条  自治組織は、新たに空き家等が発生した場合は、速やかに

町にその情報を提供するよう努めるものとする。  

２  町民等は、所有し、又は管理している建築物が空き家等となった

場合は、町又は自治組織に報告し、連絡先等の必要な情報の提供に

協力するよう努めるものとする。  

３  町民等及び自治組織は、特定空き家等であると疑われる空き家等

を発見した場合は、速やかに町にその情報を提供するよう努めるも

のとする。  

 （所有者等に関する情報の利用等）  

第２８条  町長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する

目的で保有する情報であって氏名その他の所有者等に関するものに

ついては、この条例の施行のために必要な限度において、その保有

に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用す

ることができる。  

２  前項に定めるもののほか、町長は、この条例の施行のために必要

があるときは、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、所

有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。  

 （空き家等に関するデータベースの整備）  

第２９条  町は、空き家等に関するデータベースを整備するために必

要な措置を講ずるよう努めるものする。  

   第５章  雑則  

（委任）  

第３０条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則に定める。  

   第６章  罰則  

（過料）  

第３１条  第１７条第１項の規定による命令に違反した者は、法に基

づき５０万円以下の過料に処する。  

２  第２６条第１項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避し

た者は、法に基づき２０万円以下の過料に処する。  

 



 

   附  則  

 こ の条例は、平成２８年１月１日から施行する。  

 


